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見通しに関する注意事項 ： このアニュアルレポートに記載されている当社の現在の計画・戦略および将来の業績見通しは、現在入手可能な情報に基づき、当社が現時点で合理的で
あると判断したものであり、リスクや不確実性を含んでいます。実際の業績はさまざまな要素によりこのアニュアルレポートの内容とは異なる可能性のあることをご承知おきください。
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“BE THE  FIRST PENGUIN”

01  PHILOSOPHY

ペンギンの群れは、生きていくために魚を獲る必要があります。

しかし、その魚がいる海の中にはシャチやヒョウアザラシといった

彼らを糧として生きている肉食獣が多く潜んでいます。

こうした中でも危険を顧みず、自分たちの食料を得るために

勇気をもって最初に飛び込むペンギンが、ファーストペンギンです。

デジタルガレージグループでは、リスクのあることにも勇気と強い意志を

もって真っ先に挑戦する、こうしたファーストペンギン・スピリットを

創業以来の社是としています。社員一人ひとりが、この信念を掲げ、

群れを率いる先駆者（ファーストペンギン）として、世の中の役に立つ

サービスを提供できるよう、日々業務に取り組んでいます。
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2015年6月期 HIGHLIGHTS
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中期経営計画「Lean Global」の最終年度目標「EBITDA 100億円」を超過 国内外の厳選した投資を継続し、順調に投資残高を拡充

中期経営計画 数値目標達成

15年6月期 EBITDA：110億円
グローバルインキュベーション体制作りが完了

投資残高90億円まで拡大

億円
90
投資残高

3年間で投資残高

4.3倍に拡大

02  HIGHLIGHTS

2013

インキュベーション
センター開設

2014

BIG MINING
提供開始

2015

講談社、Wikia
コンテンツ分野へ進出

2012

電通と
資本業務提携

2012

ベリトランス
買収
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03  MESSAGE FROM THE CEO

MESSAGE FROM THE CEO

インターネットビジネスの歴史に新たな１ページを加えます

新たなコンテクストを生み出し続け、社会に貢献するという、創業以来の私たちの信念は、

次世代のインターネットビジネスを開拓していく上でもいささかも揺るぎません。

"Providing New Contexts"を合い言葉とし、インターネットビジネスの歴史に

新たな1ページを加えるべく、これからも邁進していきます。

KAORU
HAYASHI
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期をめどにIFRS（国際会計基準）の導入を目指す、という

理由からです。

　また、新中期計画の目標を実現するための新たな収益源

とすべく、新事業セグメントとしてメディアインキュベー

ション・セグメントを新設し、「価格.com」「食べログ」に続

く次世代メディア事業の創出に取り組みます。

　さらに、既存セグメントについては、名称をそれぞれ「イン

キュベーションテクノロジー・セグメント」「マーケティング

テクノロジー・セグメント」「フィナンシャルテクノロジー・セ

グメント」に変更しました。当社グループのコンセンサスとし

て、「テクノロジー」という言葉を加えることで最先端の技

術を先取りしながら新たな価値・事業を提供することを目

指していくために、既存セグメントの再定義を行いました。

　2016年6月期から、当社を次のステージに成長させるた

めの新たな中期3カ年計画をスタートさせました。スローガ

ンはIT/MT/FT × Open Innovationです。これまで

当社の事業を支えてきた「IT/インフォメーションテクノロ

ジー」「MT/マーケティングテクノロジー」「FT/フィナン

シャルテクノロジー」に、「Open Innovation/オープンイ

ノベーション」の概念を持ち込むことで、それぞれ個別の事

業の境界を越えた付加価値を生み出すことを目指します。

　新中期計画では3年後の2018年6月期の数値目標とし

て、税引前当期純利益150億円（年率17％成長）、連結

ROE20％超、連結配当性向20％超を掲げました。数値

目標に税引前利益を採用したのは、①各事業セグメントの

最終的な成果は税引前利益に反映される、②2017年6月

税引前当期純利益

連結ROE

普通配当性向

メディア事業の創造
とそれに続く

メディアを核に、事業をインキュベート

グループ内外から創出されるシード、
R&D成果を事業化・拡大

投資先等の事業、アライアンス加速 等

IT
インキュベーション
テクノロジー
（旧）インキュベーション

マーケティング
テクノロジー
（旧）マーケティング

フィナンシャル
テクノロジー
（旧）ペイメント

MT

メディア
インキュベーションMI

FT

（新設）

03  MESSAGE FROM THE CEO

着実に収益基盤の拡大を進めました。

　インキュベーション・セグメントでは、この3年間で国

内外の投資先5社が新規に株式公開し、2015年6月末の

投資残高は90億円まで拡大しました。また、国内では

IoTやO2O（Online to Offline）、海外ではデジタル通

貨といった新たな成長領域への新規投資も80億円実行

しました。

　マーケティング・セグメントは、アフィリエイトマーケ

ティングを中心とするパフォーマンスアド事業が、3年間

の年平均成長率35%と業界平均を大幅に上回るペース

で成長し、セグメント全体の高成長を牽引しました。さら

に、これからのグローバル戦略事業と位置付けるスマー

トフォン向け広告事業やデータサイエンス事業では積

極的な先行投資を行い、さらなる成長に向けた取り組み

も強化しました。

　ペイメント・セグメントについては、日本国内のEコ

マース市場の拡大を受けて、2015年6月期の決済取扱

高は約1兆円規模にまで伸長しました。しかし、金融・決

済をめぐる環境は今まさに変革期を迎えており、香港に

上場させたecontext Asia社を完全子会社化するとい

う戦略転換を実施するなど、金融サービスとIT技術を融

合させたFinTech（フィンテック）大航海時代に向けた

体制作りも進めました。

　2012年8月に設定した中期3カ年計画では、戦略骨子

｢Global Incubationを中軸としたDGグローバル経営

1st Stage」とコンセプトLean Globalを掲げ、2015

年6月期にEBITDA100億円の数値目標に3年間取り組ん

できました。

　その結果、2015年6月期連結決算は、売上高38,087百

万円（前期比12.8%増）、営業利益4,810百万円（同

84.4%増）、経常利益7,610百万円（同71.3%増）、当期純

利益5,081百万円（同78.5%増）、EBITDA11,048百万

円と、4期連続で過去最高の利益を計上し、中期計画の目

標もクリアすることができました。

　中期計画のコンセプト「Lean Global」という点でも、米

国と日本、アジアをつなぐネットワーキングの柱となる米国

西海岸サンフランシスコのインキュベーションセンター

「DG717」が、さまざまなイベントの開催やコワーキングス

ペースの提供を通じて、現地のスタートアップコミュニ

ティーに定着し、さらに、米国東海岸ではニューヨークの有

力インキュベーターBetaworks社との連携も進み、当社が

目指してきたGlobal Incubation体制を確立すること

ができました。こうした成果により次の3年間は、いよいよ

｢Global Incubation」を本格的な事業フェーズへと転換し

ていく時期となります。

　各事業セグメントに目を転じても、次期中期計画に向け、

新中期経営計画について

新中期経営計画の数値目標新中期経

事業セグメント

最終的な成果は

事業セグ
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2020年に向けて

施しました。配当性向は過去最高の23.1%となりました。

　これまでは、獲得した収益をインキュベーション事業等

での再投資に重点的に振り向けてきたため、充分な株主

還元を行うことが難しい状況にありましたが、前中期3カ

年計画を通じてマーケティング事業、ペイメント事業で継

続的に安定的な収益をあげられるようになったこともあ

り、新中期経営計画では、株主還元目標として、2018年

6月期の配当性向（普通配当）20%超を掲げました。もち

ろん今後も、大規模なインキュベーション成果があった場

合には、積極的な株主還元を行っていきます。

　当社では、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営

課題と位置付けております。株主配当につきましては、会

社の財務状態、業績の動向、成長投資の資金需要等を勘

案して決定することにしておりますが、特にインキュベー

ション事業において大規模な投資成果を実現した場合に

は、積極的に行うようにしております。

　2015年6月期は、当社の創業20周年にあたる節目の一

年でもあったため、日頃よりご支援いただいております株

主の皆様に対して感謝の意を表し、普通配当5円に、20

周年記念配当20円を加え、1株あたり25円の配当を実

　3年前に中期計画を設定した時と比較して、インターネットビ

ジネスをめぐる環境は劇的に変化しました。こうした変化の速度

は、2020年の東京オリンピックに向けて指数関数的に高まって

いくでしょう。その結果、DGのビジネスを支える3本の柱、すなわ

ち「IT/インフォメーションテクノロジー」「MT/マーケティングテ

クノロジー」「FT/フィナンシャルテクノロジー」の境界が徐々に薄

らいでいくことが予想されます。技術進化を先取りすることでこ

れらをつなぎ、「価格.com」「食べログ」に続く新たな事業を創出

することを通じて、社会の役に立つ新事業を立ち上げるのが、メ

ディアインキュベーション・セグメントのミッションです。そのため

には、全ての人々が高性能のコンピューターを身につけ、IoTに

よってさまざまなモノがネットワークにつながる時代を見据えた

コンテクストが欠かせません。

　次の3年間にかけるこうした思いを元に、創業以来のコンセプト

だったCreating New Contexts for a Better Society

を再認識しながら、次なる3ヵ年に向けてグローバルに活動してい

きます。株主を含むステークホルダーの皆様におかれましては、よ

り一層のご指導ご鞭撻のほどよろしくお願い致します。

株式会社デジタルガレージ 代表取締役社長 兼 グループCEO
株式会社カカクコム 取締役会長

林　郁

強い意志を持て

常識を疑え

真っ直ぐであれ

機敏であれ

勇敢であれ

TENACITY

OPENNESS

INTEGRITY

AGILITY

COURAGE

Think for yourself and question authority.

- Timothy Leary

株主還元について

記念配当 普通配当 配当性向 普通配当性向

一株当たり配当金と配当性向の推移

周年記念配当2

一株当た

行動理念行動理念

DG CREDO

を持て

疑え

直ぐであれ

敏であれ

あれ
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キャッシュフローをその時々の投資需要を鑑み、ステーク

ホルダーへの配分と成長への投資のバランスを取りなが

ら、臨機応変に対応していきたいと考えております。

　ご存知の通りROEは、総資本当期利益率と財務レバ

レッジに分解されます。当社が重要な経営指標と位置付け

る「最適資本構成」と「税金等調整前当期純利益」はROE

の重要な構成要素ともなっております。当社は、

ROE20%を中期経営計画の目標に掲げ、公表しており

ますが、ROEそのものを財務目標とするのではなく、最適

な財務戦略を行うことと事業の拡大の結果がROEの上昇

に繋がると確信しております。

　当社の2015年6月期におけるROEは17.2%と前事

業年度（2014年6月期）の10.1%に比べて、大きく上昇し

ましたが、総資本当期利益率の向上及び財務レバレッジの

上昇の両方の要因が寄与しております。税金等調整前当

期純利益の成長及び最適な資本構成比率を意識した財務

戦略が奏功した結果であると認識しております。

　株主還元は中期経営計画でも開示したとおり、重要な

経営課題と位置付けております。一方、当社の場合、投資

需要が旺盛なことから、配当方針に関しては既定の枠に嵌

めて実施するのではなく、当該事業年度に生み出された

　当社は、常に資本と負債のバランスに留意し、最適資本

構成を念頭に入れた財務戦略を実践しております。当社

の事業戦略や資金調達環境等により「最適資本構成」は

変動すると考えており、事業リスクや財務リスクに対応し

た最適資本構成を念頭に入れ、資金調達活動を行ってお

ります。

　2015年6月期には、香港市場に上場しておりましたFTセ

グメントの連結子会社（econtext Asia Limited）を

100％子会社化致しました。その費用に関しては、FTセグメ

ントの事業リスクや資金調達環境を勘案し、銀行借入で調

達しております。その結果、自己資本比率は42.9％から

33.1％に低下し、財務レバレッジは2.67倍に上昇しており

ます。内外の経済環境とデジタルガレージ自身の内部環境

を勘案すると、「最適資本構成」という視点で、むしろ理想

的な水準に近づいたと認識しております。今年度も引き続

き最適資本構成を意識した財務戦略を実施していきます。

　また、インターネットインキュベーターである当社として

は、全てのセグメントにおいてインキュベーションを意識し

た事業活動を行っているため、全ての事業成果を反映して

いるのは、税金等調整前当期純利益と考えております。こ

のため、企業価値を拡大させるもう一つの経営指標として

「税金等調整前当期純利益」を重視しております。このこと

をより明確にするため、2016年6月期より有価証券報告

書に記載するセグメント利益を営業利益から「税金等調整

前当期純利益」に変更し、将来の国際会計基準への対応を

視野に入れ始めました。

　「税金等調整前当期純利益」をサスティナブルに成長さ

せる事業基盤を確固とするための投資は、事業リスクや財

務リスクに対応した最適資本構成に留意しつつ、引き続き

積極的に行ってまいります。

FINANCIAL
PERFORMANCE
AND
STRATEGY
MAKOTO SODA
取締役（財務担当）　曽田　誠 

2015年6月期の業績について

最適資本構成に向けた財務戦略の実行
～税金等調整前当期純利益をマネジメントアプローチで管理～

ROEと株主還元

04  FINANCIAL PERFORMANCE AND STRATEGY

につながったと考えています。

　また、当社の収益基盤の一つであるマーケティングセグ

メントでは、より収益性の高い広告事業（パフォーマンスア

ド）に注力することで、業界を上回る成長を達成し、かつ、

収益性も向上することが出来ました。さらに、データ関連

ビジネスを新たな収益の柱とすべく、先行投資と体制強化

を進めております。

　ペイメントセグメントにおきましては、国内Eコマース市

場の拡大を受け、主力サービスであるカード決済とコンビ

ニ決済が順調に推移し、年間取扱高は9,768億円と1兆

円規模まで拡大致しました。セグメント中間持株会社 

econtext Asia Limitedの完全子会社化も完了し、次の

成長に向けた基盤強化も進めています。

　2015年6月期は、売上高38,087百万円（前期比

12.8%増）、営業利益4,810百万円（同84.4%増）、経常

利益7,610百万円（同71.3%増）となり、4期連続で過

去最高益を更新しました。また、2012年8月に発表した中

期計画「Lean Global」の数値目標：EBITDA100億円に

対し、2015年6月期のEBITDAは111億円となり、目標

を上回る結果となりました。

　要因としましては、インキュベーション、マーケティン

グ、ペイメントの3事業セグメント全てが大幅な増収増益

を達成したことによります。

　特にインキュベーション事業においては、出資先の国内

外のベンチャー企業が複数社新規上場したことに伴い、

投資利益が大幅に拡大したことが今回の過去最高益更新

売上高 （単位：百万円）

投資利益が大幅

売上高 営業利益 （単位：百万円）

成長に向けた更新

営業利益

ROEの推移

ら、臨機応変にE

、

り

適

昇

ROEの
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　過去5期間、売上高は右肩上がりの成長を記録し、

2015年6月期における売上高は5年前の4倍近い水準の

380億円となりました。マーケット環境が好転する中で、

投資先の上場が続き、売上を大きく伸ばしたインキュベー

ション事業、インターネット広告分野の成長に伴い大きく成

長したマーケティング事業及び国内最大級の決済プラット

フォーマーとなったペイメント事業、それぞれ主要3事業全

てにおいて、売上を大きく伸ばした結果と言えます。

　過去5期間、営業利益は一時足踏みしたものの、この3期

間で大きく飛躍し、2015年6月期には過去最高益となる

48億円を記録しました。当社の2つの収益基盤「Enabling 

Platform」として位置付けられるマーケティング事業とペ

イメント事業の成長により、安定的に利益を計上することが

できる体制を確立した上に、インキュベーション事業におい

て、海外ではTwitter, Inc、国内では（株）メディアドゥや弁

護士ドットコム（株）、（株）クラウドワークス等の投資先の

IPOにより、収益を拡大した結果と言えます。

　経常利益は、2009年より（株）カカクコムを持分法適用

関連会社化したことに伴い、（株）カカクコムの当期純利益

の当社持分を持分法投資利益として営業外収益で取り込

んでおります。その結果、営業利益の成長に加えて、（株）

カカクコムの成長も取り込み、2015年6月期には過去最

高の経常利益を記録できました。

　当期純利益は、当社のインキュベーション成果の一部で

ある投資有価証券の売却益が特別利益として計上されて

おります。2015年6月期においては、（株）カカクコムの自

己株式の公開買付けに応募し、保有株式の一部を譲渡し

たこと等により、当期純利益は50億円となりました。

　2015年6月期において、自己資本比率は33.1％と前

期年度に比べ10ポイント程度低下しております。これは香

港市場に上場していた連結子会社（econtext Asia 

Limited）を完全子会社化したことが大きく影響してい

ます。連結子会社株式を追加取得したことによる持分変

動等により資本剰余金、少数株主持分が減少し、純資産

額は総計74億円減少しました。この結果、自己資本比率は

前年度に比べ5ポイント程度低下しました。

　2015年6月期において、財務レバレッジは2.67倍と

0.4ポイント上昇しております。これは、純資産が減少し

た一方で、流動負債と固定負債の合計が借入金等の増加

により229億円増加したことによります。これは連結子会

社を完全子会社化した費用を借入金により賄ったことが

要因ですが、昨今の資金調達環境や最適資本構成財務レ

バレッジの効果を鑑みての戦略です。

　2015年6月期において、ROA（当期純利益／総資産）

は6.5％と前年度に比べ2ポイント程度上昇しました。総

資産額が155億円増えたものの、当期純利益が過去最高

の50億円に達したことが大きな要因です。ここ5期間の推

移をみると、ROAは多少の増減はあるものの、ほぼ5％程

度と横ばいの状況です。総資産の増加が着実に売上増に

繋がっている証左と考えておりますが、さらに資産の効率

性を高め、ROAの向上を目指してまいります。

　2015年6月期のROEは17.2％と前期（2014年6月

期）の10.1%に比べて、大きく上昇しましたが、これは総

資本当期利益率の向上及び財務レバレッジの上昇の両方

の要因が寄与しております。特に、当期純利益が過去最高

となる50億円に達したこと、純資産額が79億円減少した

ことによる影響が反映した結果となります。
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04  FINANCIAL PERFORMANCE AND STRATEGY

売上高

（単位：百万円）
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経常利益

（単位：百万円）

経常利益3 当期純利益
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主要な業績評価指標と解説
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CONTEXT COMPANYとしてのミッション
　20年前の創業以来、デジタルガレージは「インターネット時代の『コンテクスト』を創っていく会社」というコンセプトを
掲げてまいりました。「コンテクスト」は普通「文脈」と訳されますが、学問の世界では、コミュニケーションをとる二者の間で、
その関係性や、背景、文化、思想等のベースとなる認識（共有情報）を「コンテクスト」と呼んでいます。

　我々は、「リアルスペース」と、これからどんどん大きくなる「サイバースペース」でインターネットの「コンテクスト」を
どう創っていくか、日本と海外、マーケティングとテクノロジー、現在と将来をどのようにつないでいくかといった課題に取り組み、
世の中の役に立つ「コンテクスト」を創っていく会社として、デジタルガレージを創業したのです。以来、デジタルガレージは
常にインターネットの波打ち際を走りながら、「日本初」のプロジェクトに取り組んでまいりました。
デジタルガレージの歴史は、日本のインターネットの歴史であると自負しています。

　今後も社会に貢献するサービスの創出を通じインターネットの歴史に新たな1ページを加えていけるよう、
たゆまぬ努力を続けてまいります。デジタルガレージのこれからにご期待ください。
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《デジタルガレージのビジネスモデル》
　デジタルガレージグループは、IT（Information Technology）、MT（Marketing Technology）、FT

（Financial Technology）の3領域の技術を用いながら、異なるフィールドにある事象を結びつけて新たな価値（＝コン

テクスト）を創造してきました。

　リアルワールドとサイバーワールドが混在し、経済のグローバル化が否応なしに進む現在において、新たな価値（コンテ

クスト）は次世代の価値創造の基盤となります。最初はだれも気付かず見向きもしない小さな苗が、コンテクスト次第でや

がては人々の生活のより所となる大木に育つと我々は信じています。

《デジタルガレージグループを支える３つの収益基盤》
　当社は3つの収益基盤から成り立っています。インターネット決済やコンビニ決済システムを提供する＜フィナンシャルテ

クノロジー・セグメント＞とウェブ広告や商品のプロモーションを手掛ける＜マーケティングテクノロジー・セグメント＞の2

つの収益基盤を、Enabling Platformと呼びます。

　そして、Enabling Platformに加えて、第三の収益基盤として、国内外の企業への投資・育成を行う＜インキュベーションテク

ノロジー・セグメント＞があり、カカクコムやTwitterへの出資を行いました。これが他社にないデジタルガレージ独自のビジネ

スモデルです。デジタルガレージは、広告と課金という独自のEnabling Platformにより安定的に収益をあげ、さらに世の中の

役に立ち得るサービスを開発・提供する会社に出資・育成することを通じ、社会に貢献し続けることを目指しています。

ADVERTISING  |  広 告 PAYMENT  |  決 済

ENABLING PLATFORM  |  2つの収益基盤

広告 | プロモーション ビッグデータ事業 eコマース | オンライン決済プラットフォーム

環亞智富有限公司

IT

MT FT

INFORMATION
TECHNOLOGY

MARKETING
TECHNOLOGY

FINANCIAL
TECHNOLOGY
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世界を変えるサービスの育成を通じてインターネットビジネスを創出

　デジタルガレージは、創業期より最先端のインターネットサービスを発掘し、

これを育成することを通じて事業を拡大してまいりました。これこそが我々の遺伝子といえます。

インキュベーションテクノロジー・セグメントはこうした遺伝子をもっとも強く受け継ぐ事業部門です。

　日本や米国、アジアのネットワークを通じて、次世代のインターネットビジネスに取り組む

有望なスタートアップ企業を見出し投資を実行するとともに、全世界を事業育成の場としてとらえることで、

スタートアップ企業を継続的に成長させる、インキュベーション・ストリームを生み出しています。
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ポートフォリオの状況ポートフ Open Network Labのエントリー／採用実績Open N業績の推移 （単位：百万円）業績の推 DGインキュベーションの投資残高推移 （単位：億円）DGイン

　2015年6月期のインキュベーション事業の業績は、

売上高7,454百万円（対前年同期比1,978百万円増、

同36.1％増）、営業利益3,545百万円（対前年同期比

1,900百万円増、同115.4％増）となりました。

　ベンチャー企業への投資を行う（株）ＤＧインキュ

ベーションにおいては、国内投資先２社が新規に株式

公開をする等、国内外のベンチャー企業への投資・育成

ビジネスによる利益が対前年同期比で大幅に増加致し

ました。また、オンライン百科事典Wikipedia（ウィキ

ペディア）の創始者であるJimmy Wales氏が立ち上げ

たコミュニティサイトWikia（ウィキア）を運営する

Wikia社（本社：米国カリフォルニア州サンフランシスコ

市）に対する出資を行い、「Wikia」の日本語版サイトの

事業支援を通じて、コンテンツビジネスへの取り組みを

始動致しました。

　2013年6月期から始まった前中期経営計画の3年間

は、継続的に20～30億円/年の新規投資を行ったこと

DG独自のインキュベーション・エコシステムの確立

に加え当社投資先において国内では、（株）オークファ

ン、（株）メディアドゥ、弁護士ドットコム（株）、（株）クラウ

ドワークスの4社が新規に上場し、海外ではTwitter, Inc.

が上場しました。その結果、中期計画の利益目標の達成と

将来に向けた投資ポートフォリオの拡充を両立すること

ができました。

　今後は、この3年間で確立したグローバルインキュベー

ション体制を最大限活用し、海外を中心に投資先ポート

フォリオを積極的に拡充します。特にO2O、FinTech、

AdTech、次世代メディア、メディカル、バイオ等の新たな

成長分野への投資を積極的に実行してまいります。

　当社は、2013年7月から開始した中期経営計画を通

じ、ベンチャー企業への「投資・育成」から「事業・技術

支援」、そして「収益化」に至るまでのインキュベーショ

ンのサイクルの全てを当社グループ内のリソースで行う

DG インキュベーション・エコシステムを確立しまし

た。そして、このインキュベーション・エコシステムをグ

ローバルに展開するためのネットワークの構築も完了し

ました。

　このグローバルに展開するエコシステムの核となるの

が、サンフランシスコのインキュベーションセンター

DG717です。 DGグループの米国における拠点である

「DG717」は、インターネットビジネスとコンテンツやアー

トなどの文化の両面で交流し、次世代のインターネットビ

ジネスを担うグローバルな人材や企業を成功へと導き成

長させるシリコンバレーのゲートウェイとなっております。

　今後もDG インキュベーション・エコシステムをグローバ

ルに拡大させ、当社グループのインキュベーションを加速

させてまいります。

売上高

営業利益

税前利益

事業会社
スタートアップ

グローバルインターネット世界

事業会社

収益化

再投資

投資育成

事業・技術支援

1

2

3

投資投資投投 育

DG ECOSYSTEMDG ECOSYSTEMECOSYST ECOSYSTTOCG ECOSYSTEG EEEEEECCCCCCCCCCCCCOOOOOOOOOOOOOSSSSSSSSSSSSSYYYYYYYYYYYYYSSSSSSSSSTTE
DGエコシステムDGエコシステムDGエコシステム

INCUBATION TECHNOLOGY  SEGMENT

エ
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チ
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数
）

採
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国内+海外 国内 海外

インキュベーション・エコシステム

トなどの文化の

インキュ

投資残高の推移と今後の投資方針

インキュベーション・エコシステムの構築

2015年6月期のハイライト

セクター別分布
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　Open Network Labの「Seed Accelerator 

Program」は2010年夏にスタートして以来、日本のみな

らず世界のさまざまな国や地域から参加した58チーム延

べ230人の起業家/エンジニアを育成してきました。優秀

なOpen Network Lab卒業チームからは、フリマアプリ

「Fril」を展開する（株）Fablic、米国を拠点に中小企業向

け福利厚生サービスを展開するAnyPerk, Inc.、車いす型

の次世代移動機器の開発を手がけるWHILL（株）など、日

本や世界のスタートアップシーンを代表する企業が生まれ

ています。

　今後は世界各国の代表的なインキュベーターと提携し

て、ネットワークをアジアや欧州に広げます。また東京、鎌

倉、サンフランシスコのインキュベーションセンターを活

用していきます。

INCUBATION TECHNOLOGY SEGMENT

　優れたスタートアップ企業に投資する

だけではなく、投資先の技術やサービ

スを活用して、デジタルガレージの新た

な事業を立ち上げることを目的にした

体制整備も進めています。2015年6月

期に立ち上げたオープン・イノベー

ション本部では、新規事業や投資先の

プロダクトのインキュベーションを行っ

ています。また、次の事業の柱を発掘す

べく「DG Lab」を発足させ、先端技術を

核にしたプロダクトのプロトタイプ開発

や検証を行います。

Open Network Labが輩出したスタートアップの例Open

ンキュベーション事業はデジタルガレージにおい

て、常に最先端のインターネットビジネスを追求す

る先進性を牽引してきました。ポータルサイト/検索エンジ

ンに注目が集まった1990年代半ばから、Eコマースサイト

やデスティネーションサイトが花形だった2000年代初め

を経て、ソーシャルメディアが隆盛を極める現在に至るま

で、インターネット業界を彩るビジネスが移り変ってきま

した。こうした中でも、デジタルガレージはその時々に現れ

る有力なスタートアップ企業をいち早く発掘し、投資と事

業育成を行うことで共に成長してきました。

　デジタルガレージの成長を支えてきたこのビジネスモデ

ルは、これからも変わりません。むしろ今後は、最先端技術

の動向を見極めるアンテナをこれまで以上に高く掲げる

必要があります。インターネットから生まれたオープンイノ

ベーションの波がソフトウェア産業だけでなくハードウェ

ア産業も飲み込み、さらにはバイオテクノロジーにまで及

ぼうとしている現状では、さまざまな分野で技術が急速に

進化していくためです。

　こうした技術の多様な変化に柔軟に対応し、これまで

同様に最先端の技術を取り込みながら事業を成長させる

ために、インキュベーションテクノロジー・セグメントでは

投資・事業育成の対象とする事業領域を広げていきます。

また、オープン・イノベーション本部においては、こうした

投資先の事業展開を支援するほか、今後成長していく分

野において自社事業の立ち上げを試みます。

　また、常に先端技術の動向を把握し、新たな事業の柱に

なる技術シーズを発掘するための研究開発組織DG Lab

を発足します。DG Labではブロックチェーン、セキュリ

ティ、人工知能、仮想現実、バイオテクノロジーを重点分

野として、こうしたテーマに関連する新事業を立ち上げる

ことを目的に、投資先や戦略パートナー企業と共に研究開

発を行います。技術シーズの検討にあたっては、共同創業

者の伊藤穰一が所長を務めるMITメディアラボでの研究

成果も、積極的に利用していく予定です。

　DG Labでは、先端技術を使った新規事業のコンセプト

を、プロトタイプの開発とユーザーへのリリースを通じて

検証し、事業として広がるかどうかの見極めを行います。

このフェーズではこれまで培ってきたアジャイル開発のノ

ウハウを活用します。コンセプト検証の結果、事業として

有望であるという確証を得たものについては、オープン・イ

ノベーション本部に移管して、本格的な事業展開を図る予

定です。

イ

オープンイノベーションで技術が多様化する時代にも柔軟に対応

2020年に向けて TOWARD 2020新規事業の創出を目的とした組織の立ち上げ

「Open Network Lab」ブランドの確立

DIGDIIDIGIIIGGGGDIGGGGGGGGGGGGDIGGGGITAL
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　マーケティングテクノロジー・セグメントは、消費者ひとりひとりに寄り添う広告プロモーション技術や

ソリューションを手がけています。ビジネスパートナーの支援には、それぞれのビジネスの対象となる

顧客の視点に立ったマーケティング技術が不可欠なためです。

　こうした目的に向けて、One to One Marketing やCRM、Online to Offlineといった

マーケティングの概念を、単なるITによるデータ化の経営手法を超えた、顧客ひとりひとりの要望に対応する

ヒューマンタッチのマーケティングコンセプトととらえて、ビジネスパートナーにソリューションを提案しています。

インターネット企業としては異色ともいえる、こうした独自のフィロソフィは、

デジタルガレージの前身である広告マーケティング会社フロムガレージから脈々と受け継いでいるものです。

マーケティングテクノロジーで最適なコンテンツをデザインする
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業績の推移 （単位：百万円） パフォーマンスアド売上推移 （単位：億円）パフォー

出所：（株）D2C、（株）サイバー・コミュニケーションズ調査「スマートフォン広告市場推計」出所：電通「2014年日本の広告費」

各事業のグローバル展開Ⅲ

IT/FTセグメントと連動した海外への事業展開

デジタルマーケティングの周辺領域へ拡大Ⅰ
Web広告・モール事業の伸長に加え、アプリビジネスやO2Oソリューションの強化

データマーケティング事業の成長拡大Ⅱ

DGグループ、電通グループのデータ・ノウハウを集積。ビジネスインテリジェンス事業の確立

　2015年6月期のマーケティング事業の業績は、売上

高16,064百万円（対前年同期比1,242百万円増、同

8.4％増）、営業利益1,065百万円（対前年同期比210

百万円増、同24.7％増）となりました。

　事業環境と致しましては、2014年のインターネット

広告費が前年比12.1％増の１兆519億円と初めて１兆

円を超える規模の市場へと拡大しており、特に当社の成

長を支えているパフォーマンスアドと呼ばれる運用型広

告費は前年比23.9％増の5,106億円と高い成長率を

維持しております。

　このような事業環境の中、広告・プロモーションを手

掛ける当社マーケティングテクノロジーカンパニーは、

アフィリエイトマーケティング等のパフォーマンスアド

が牽引して成長を持続すると共に、スマートフォン向け

の広告販売も拡大致しました。また、これまでにデジタ

ルマーケティング領域で培ったノウハウとビッグデータ

の解析技術を組み合わせて、アジアを中心にインバウン

ド及びアウトバウンドのアプリビジネスを支援する取り

組みも開始致しました。

　当社マーケティング事業はWeb広告運用力による広告

ROIを重視したパフォーマンスアド領域が牽引し、業績を

拡大してまいりました。2015年6月期のパフォーマンスア

ドの売上は102億円まで拡大、過去2年間の年平均成長率

は35％と市場成長率を大きく上回る高い成長率を実現

しております。今後もこの高い運用力を生かし、国内ナン

バーワンのパフォーマンスアドエージェンシーとしてのポ

ジションを確立してまいります。

　当社のマーケティングテクノロジー・セグメントは、顧

客や協力会社のビジネスパートナーとして、最先端のテク

ノロジーを駆使したデジタルマーケティングカンパニー

を目指し、以下の3つの領域を中心とした成長戦略を掲

げております。

　第一はデジタルマーケティングの周辺領域への拡大で

す。マーケティングテクノロジー・セグメントは、既存の成

長ドライバーとなっているWeb広告のスマートフォンマー

ケティング領域やアプリビジネス領域を強化します。ま

た、リアルのプロモーションを行う組織においては、セール

スプロモーションのノウハウと、Web広告の知見を活か

し、近年注目の集まるスマートフォンを活用したO2Oソ

リューション事業も強化してまいります。

　第二はデータマーケティング事業の成長拡大です。当

社グループでは、カカクコムのメディア上のオーディエンス

データや、インターネット決済データと、戦略パートナーで

ある電通グループの保有する広告関連データ等のビッグ

データを連携しており、このビッグデータを活用したDMP

(Data Management Platform)事業を次世代の収益

の柱へと成長させることを掲げております。

　第三は各事業のグローバル展開です。国内で提供して

いるマーケティング事業や第一、第二に掲げた当社の戦略

事業をグローバルに展開してまいります。既に提携先やク

ライアントと共同でグローバルなマーケティング事業を

始めております。

　これらの戦略を実行し、マーケティングテクノロジー・セ

グメントの成長を加速してまいります。

インターネット広告市場の推移 （単位：億円）インター スマートフォン広告市場の推移 （単位：億円）スマート

その他インターネット広告
パフォーマンスアド

スマートフォン広告費
インターネット広告媒体費に占める割合

最先端のテクノロジーを駆使したデジタルマーケティングカンパニーへ
MARKETING TECHNOLOGY   SEGMENT

売上高

営業利益

税前利益

業績の推

デジタルマーケティング事業の成長戦略
G
LO

BA
L

データマーケティング

G
row

th H
ack

パフォーマンスアドO
2O

パフ

LⅢ

ⅡⅠ

マーケティングテクノロジー・
セグメントの成長戦略

2015年6月期のハイライト パフォーマンスアド領域が大きく成長

ある電通グルー

デジタル
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DGで単独展開 共同でグローバル展開

PC

Smart Phone

AD

Smart Phone

APP AD
　スマホファーストに向け、2015年6月期に2つのアライア

ンスを実施しました。1つ目は、（株）メタップスとの合弁によ

るスマートフォンアプリの運用型広告を手がけるデジタル

サイエンスラボの設立です。当社のデジタルマーケティン

グ領域における豊富な戦略やノウハウと、メタップスのグ

ローバルな営業力と高度なデータ解析技術の組み合わせ

により、両社の強みを活かしたスマートフォンアプリの広告

ソリューションを提供します。2つ目は、LCO-Creation 

Singapore社との資本業務提携です。LCO社が持つ世

界31ヵ国55都市における約8,000コンテンツの豊富な観

光ガイド情報を、アプリサービスを通じてクライアントの会

員向けに発信します。また、旅行先で使える会員限定の優

待サービス等により、海外旅行中のサービス利用促進およ

び現地でO2O送客モデルを構築致します。

データ
サイエンス
視点

カカクコム
データ DGGデータ

2つのフェーズに分けた事業を展開

DSPターゲティング広告 CRM領域との連携

広告主の
顧客データ
行動データ

電通グループ他
保有データ 広告主データ

最新
テクノロジー

31か国55都市
8,000コンテンツ

　2014年4月より、グループのビッグデータを活用し、クラ

イアント企業にとって最適なターゲットセグメントを抽出、

ターゲットセグメントに向けてDSP（Demand Side 

Platform）などの手法を使って広告配信を行う新しい広告

商品BIG MININGを販売してまいりました。

　2015年8月には、DMP事業の2ndフェーズとして位置付

けたCRM（Customer Relationship Management）領

域との連携による新サービスであるプライベートDMP

「BIG MINING Private」の提供も開始しました。当社の保

有するオーディエンスデータとクライアント企業の保有す

る会員属性等のデータを、当社グループ独自のデータベー

スと最先端のビジネスインテリジェンスを活用して統合・分

析することにより、クライアント企業にとって最適なマーケ

ティングソリューションを提供致します。

LCOサービス提供エリア

スマートフォンアプリの広告ソリューションスマート

LCOサービス提供エリア

グ

せ

告

n 

世

LCOサ

スマホファーストに向けた
アライアンス

DMP事業の本格展開 データマーケティング事業

カカクラ

データマ

MARKETING TECHNOLOGY SEGMENT デジタルマーケティング分野における強固なプレゼンスを確立へ

020年を見据えて、マーケティングテクノロジー・

セグメントを取り巻く市場環境は、スマートフォンや

タブレット端末やウェアラブル端末、IoTに代表される新世代

ハードウェアの普及、それに伴ってリアルとサイバーの垣根

がなくなり、生活者の行動に構造的な変化が見込まれます。

●携帯端末のスマートフォンへの集約が進むにつれ、EC

（消費者向け電子商取引）市場、スマートフォン向けインター

ネット広告市場はさらに拡大することが見込まれており、そ

れに伴って企業サイト(サービス)のアプリ化は不可欠となり

ます。より高度なUI/UXが求められ生活者起点での「ユー

ザーエクスペリエンス（利用体験）」を中心とした戦略を軸に

したスマホファーストを推進します。

●また携帯デバイスが高機能化、低価格化され、スマホ

やIoTがより身近な存在になって普及が加速し、それによ

り集積されるデータも膨大な量になってきます。閲覧履

歴、位置情報、決済情報などを含むそれらのビッグデータ

を解析し、最先端のビジネスインテリジェンスを活用して

2 統合/分析することにより、さらに高度なマーケティング

を提供してまいります。

●2020年には東京オリンピックが開かれ、またグローバ

ル化が進み、増加する来日外国人に対応すべく、海外企業

との提携をはじめとしたアライアンスを強化し、インバウン

ドソリューションを提供してまいります。

　マーケティングテクノロジー・セグメントは、マーケティン

グコンサル、ウェブインテグレーション、インキュベーション

など、あらゆる手法を使い、クライアントの事業パートナーと

して収益化を支援することをミッションとして掲げています。

　既存事業の高度化を推進しつつ、広告・プロモーション

の枠にとらわれないデータマーケティング、スマートフォン

アプリの制作、グローバル領域の強化に向けた投資・提携

を加速させ、インターネット業界における総合商社のよう

な存在を目指し、2020年に向けて新しい価値を創造し、

デジタルマーケティング分野における強固なプレゼンスを

確立します。

2020年に向けて TOWARD 2020
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新しいビジネスを確実に成長させるテクノロジーを提供

　このところ脚光を集めている「FinTech」ですが、デジタルガレージはインターネットの黎明期から

ITの金融サービスへの応用に着目し、日本初のEコマースサイトや、コンビニ決済サービスを手がけてきました。

　この流れを受け継ぐフィナンシャルテクノロジー・セグメントは、コンビニ決済を立ち上げた

イーコンテクストと、オンライン決済のパイオニアであるベリトランスを両輪として、決済のみならず

FinTechを応用したさまざまなサービスを提供する事業部門に変貌を遂げつつあります。

また、日本で培った信頼性の高いサービスを、アジア地域に積極的に展開する取り組みも本格化しています。
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Digital Garage Annual Report 2015　A4 （W210×H297mm）　P32-33



国内EC市場の成長 （単位：兆円） 新規市場開拓  ～電子決済のポテンシャル～新規市場国内EC業績の推移 （単位：百万円） 決済取扱高の推移 （単位：億円）決済取扱業績の推

EC事業者

新規
加盟店

既存
加盟店

各IDでそのままログイン
登録済のカードや電子マネーで簡単決済

ID

ログイン 送客

決済

※加盟店サイドでの選択

会員数非公開

3,717万人

5,800万人（’15/1月時点）

（’15/2末時点）

ポテンシャル＝電子決済以外（現金支払等）

電子決済（クレジットカード、デビットカード、プリペイド、電子マネー等）
出所：総務省統計局、矢野経済研究所、DG調査

出所：経済産業省「平成26年我が国経済社会の情報化・サービス化に係る基盤整備
（電子商取引に関する市場調査）報告書」

市
場
規
模

Ｅ
Ｃ
化
率

アジアのFinTechリーディングカンパニーへ
FINANCIAL TECHNOLOGY  SEGMENT

　2015年6月期の決済事業の業績は、売上高は14,568

百万円（対前年同期比1,114百万円増、同8.3％増）、営業

利益は1,320百万円（対前年同期比119百万円増、同

9.9％増）となりました。

　事業環境と致しましては、2014年の消費者向け電子商

取引（BtoC-EC）の市場規模が前年比14.6％増の12兆

7,970億円と順調に拡大を続けております。

　このような事業環境の中、日本国内で決済ビジネスを

展開する当社子会社のベリトランス（株）及び（株）イーコ

ンテクストにおいて、国内EC市場の拡大を受けて、決済

の取扱件数、取扱高が堅調に伸長し、業績も順調に推移

致しました。また、EC向けに提供している決済プラット

フォームを活用して、今後決済のキャッシュレス化が進展

すると見込まれる不動産等の非EC事業者向けの決済ソ

リューションパッケージの開発・提供にも注力致しました。

　2015年6月には、香港証券取引所に上場していた

econtext Asia Limitedの完全子会社化を実施し、

アジア地域における投資・買収戦略を再構築致しました。

　当社グループは、2012年にベリトランス（株）を買収し

たことにより、国内最大規模の決済プラットフォーマーと

なりました。その後も国内のEC市場の成長と共に当社決

済事業は順調に拡大を続け、2015年6月期におけるその

決済総取扱高は9,768億円（前期比19.5%増）となり、

決済トランザクションも約2億件を取扱う事業に成長致

しました。

　日本の電子決済市場の市場規模は2012年時点で44

兆円であり、2017年に66兆まで拡大すると推計されて

おります。これを年平均成長率にすると8.4%となります

が、民間最終消費全体に占める現金決済等の非電子決

済比率は未だ高い状況です。当社の保有する電子決済技

術を活用し、電子化が遅れている市場に積極展開してお

ります。

　具体的なサービスとしては、関連会社カカクコムと共同

で展開している飲食店向けスマートフォンカード決済サー

ビス「食べログPay」、不動産広告代理店事業のDGコ

ミュニケーションズと賃貸不動産業界向けの家賃決済

サービス「住まPAY」、葬儀費用の支払いにあたりカード

決済・ローンをパッケージ化した「セレモニーPAY」など

があります。既存のEC市場に加えて、新たに拡大する電

子決済市場を深耕してまいります。

　LINE、楽天、リクルート等、数多くの会員を持つサービ

スと接続することで、当社グループの決済システムを利用

する加盟店において、各サービスの会員ID、登録クレジッ

トカードでそのまま決済できる環境を構築致しました。

　これらの提携により、顧客であるEC事業者に決済を提

供するだけでなく、大手サービス会員を送客するという

マーケティング領域での価値提供も可能となりました。

売上高

営業利益

税前利益

2015年6月期のハイライト

新たな市場開拓

大手プラットフォーマーとの提携

取扱高1兆円規模へ

大手プラットフォーマーと提携、送客・決済といった価値提供を実現

　LINE、楽天、

大手プラ
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・2012年設立。出資比率23%
・月間取扱高は前年同期比2倍の16億円に
　拡大、現地大手決済事業者へと成長
・銀行、コンビニ決済、e-walletなどに
　決済範囲を拡大

Hong Kong

China

India

Indonesia

Japan

Vietnam

・2011年設立。出資比率15.59%
・月間取扱高は前年同期比4倍の
　約100億円に成長

・出資比率13.89%
・マーケットプレイス及びe-wallet事業を
　展開するSendo社への出資が完了

　当社子会社であるecontext Asia Limited（以下：

econtext ASIA）は、アジア地域における決済事業拡大を

目指し、2013年12月香港証券取引所へ上場しました。

econtext ASIA では、インドネシア・中国・インド・ベトナ

ムで戦略投資又は合弁会社を設立するなど一定の成果を

実現してまいりました。

　他方、アジア地域におけるITセクターの企業価値は想

定以上に急成長し、その評価額・買収額もまた高騰致し

ました。また、上場時から急激な円安が進行し、香港ドル

換算の連結業績に日本国内の決済事業（円ベース）の成

長が適切に反映されない状況が続いておりました。

　そのため、アジア戦略と当セグメント運営の見直しを

実施、econtext ASIAを完全子会社化し、迅速な

意思決定の下グループ全体の財務及び投資戦略でア

ジア展開を行うことを決定致しました。

　また、完全子会社化により、社外への利益流出がな

くなり当期純利益が増加することに加えて、従来「の

れん」に計上されていた持分変動による差額を資本剰

余金から控除したため、自己資本が圧縮され自己資

本利益率（ROE）が向上するという財務的な戦略も

含まれております。

　今後もデジタルガレージグループとして、アジアのみな

らず世界的なEコマース市場の成長、FinTechの進化に

対する役割を担ってまいります。

アジアでの事業展開

　そのため、ア

アジアで

econtext ASIAの完全子会社化とアジア戦略

FINANCIAL TECHNOLOGY SEGMENT

ラウド・コンピューティングという言葉が2006年に

生まれてわずか8年後、その応用である「クラウド・

ファンディング」の市場は国内だけで約200億円に達してい

ます。また、この数年間、ソーシャルメディア、O2O、ビッグ

データ、といったテクノロジーワードが生まれ、ここ最近は

「フィンテック」が登場しました。フィンテックの代名詞は

「ビットコイン」や「ブロックチェーン」でしょう。

　金銭の支払い（決済）が行われる時、そこには必ず「エビデ

ンス（記録）」が必要とされます。本人確認（認証）、伝票、領収

書、受領書、契約書、これらが整理され、個人なら家計簿、企

業なら財務諸表が作成されます。当社も電子化が進んでい

ない産業分野に積極展開してきましたが、決済に伴うこれら

の「記録」が全て同じルールの元で電子化されたら、世の中の

商行為は一変する可能性があります。そして決済と契約行

為、会計、税務等は同じ仕組みの中で緩やかに接続されてい

くと考えられます。

　従って、当社が手がけている電子決済事業の未来は、こう

した商行為全てのインフラと統合していく事が必然的と言え

るでしょう。それは、ITを活用した単一の金融系ソリューショ

ンのような流行的フィンテックとは異なるものです。

また、特に個人消費においては、決済の周辺に多くの前後行

動が存在します。購入前の「商品探し」「予約」「クーポン発

行」、そして「来店/購入」、購入後の「ポイント付与」などです。

これらはマーケティングビジネスとして様々な手法が事業化

されており、特にビッグデータの活用が重要とされています。

このように商行為全体が連動したイノベーションが起きてい

くのが今後の5年間です。そして、それらがもたらすインフラ

変革は世界規模で広がり、10年後には金融や決済システム

といった既存の概念だけでは対応できないまったく新しいビ

ジネスが展開しているはずです。

　当社のインキュベーションテクノロジー・セグメントでは、

日本で唯一戦略株主としてTwitterに投資し、国内の普及に

役割を担った実績や、フェイスブック等著名なイノベーション

ベンチャーへの出資経験を経て培われた世界的なディール

ソースを活かし、昨今活況のフィンテック分野についても投

資案件が急増しています。シリコンバレーに代表される革新

的なベンチャーや彼らが持つ金融先端テクノロジーと、当社

の決済サービスを融合していく事が重要であると考えていま

す。さらに、マーケティングテクノロジー・セグメントではデー

タサイエンスやO2Oビジネスが活況であり、決済をマーケ

ティングの一要素として捉える観点も重要です。フィナン

シャルテクノロジー・セグメントは、これらのグループアセッ

トを組み合わせる事で、これから5年間の技術進化と10年後

の社会変革に大きな役割を担えるものと確信しています。

2020年に向けて TOWARD 2020

ク

決済代行業から「総合FinTechカンパニー」へ

DIGITAL GARAGE ANNUAL REPORT36

Digital Garage Annual Report 2015　A4 （W210×H297mm）　P36-37



日本を代表するメディアに成長した
カカクコムグループと進める
次のインキュベーション

2003年  6月
2002年  7月
1995年  8月

（株）カカクコム取締役会長
（株）カカクコム代表取締役会長
（株）デジタルガレージ設立 代表取締役

林 郁
KAORU HAYASHI

株式会社カカクコム 取締役会長

2006年  6月
2003年  4月
2001年  9月

（株）カカクコム代表取締役社長
（株）カカクコム取締役CFO
（株）デジタルガレージ入社

田中 実
MINORU TANAKA

株式会社カカクコム 代表取締役社長

新たな事業セグメントとして立ち上げた

「メディアインキュベーション・セグメント」は、

三つある既存のセグメントを横断し

新たな付加価値を創造していきます。

クラウド、IoT、AIなどで激変する環境の中で

次世代に役立つメディアをカカクコムグループとの連携や

最新技術の導入を通してインキュベーションしていきます。
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デジタルガレージグループの投資事業を担う子会社として、インターネット分

野においてグローバルに活躍する起業家を支援しています。当社グループ傘下

のさまざまな事業とのシナジー効果を期待できるスタートアップ企業を対象

に、単なる投資にとどまらず事業を共に創造するインキュベーター

（Incubator）としての活動に力を入れています。

Open Network Labは、「世界に通用するプロダクトを作り上げるスタート

アップの育成」を目的に、2010年4月にスタートし、Open Network Labが

提供する「Seed Accelerator Program」を通じて、数十社を超えるスター

トアップの育成・支援を行ってきました。

米国を拠点としたグローバル戦略のヘッドクォーターです。2013年にサンフ

ランシスコの中心地に開設したインキュベーションセンターDG717を運営し、

日本そして世界中から集まった起業家やエンジニアの支援を行っています。

Neo Innovationでは、システムの開発手法の一つである、アジャイル開発を

核としたソフトウェアの開発支援と有望なスタートアップ企業の育成を行って

います。アジャイル開発により、クライアントの要求や経営環境の変化に柔軟

に対応し、最適なサービスを提供しています。

DK Gateは、コンテンツビジネスへの戦略投資を目的にデジタルガレージと

講談社の合弁会社として設立しました。次世代のコンテンツ事業を担うグロー

バル企業の発掘と育成に力を入れています。

New Context Servicesでは、インフラをはじめとした、人々の生活に関わ

るさまざまなサービスに対し、安全で確かなセキュリティシステムを提供して

います。

ファンによるソーシャル・コミュニティプラットフォーム「Wikia」の日本拠点です。

サイエンス領域における研究成果のビジネス化を図ります。

アジア新興諸国への決済事業の展開や、アジア地域の有望なスタートアップ

企業の発掘、投資事業とを連携させるヘッドクォーターです。

コンビニ決済を中心とした現金決済のパイオニアとしてEC事業者向けオンラ

イン決済サービスの提供を進め、累計50,000サイトを超える導入実績を重

ねてきました。今後は、日本国内における決済事業のさらなる拡大はもとより、

アジアのEC市場を拡大する決済プラットフォームの普及を図ります。

1997年の設立以来、米国最先端のセキュリティ技術を導入したクレジット

カード決済を提供し、日本のEC事業を決済面から牽引してきたリーディング

カンパニーです。 今後は、従来電子決済が導入されていなかった膨大な市場

を開拓し、クレジットカード決済の導入に注力していきます。

インドネシア市場向けに決済サービスを中心としたECインフラサービスを提

供しています。

価格比較サイト「価格.com」やグルメサイト「食べログ」の運営等を行っています。

Online to Offline戦略やWebマーケティングの提案・提供により、クライア

ントのビジネス支援を行っています。既存ビジネスの最大化を図るのみなら

ず、デジタルガレージグループに蓄積されたさまざまなノウハウやオーディエ

ンスデータを活用し、クライアントにとって最強のビジネスパートナーとして

最適なソリューションを提供しています。

BI.Garageは、「データは新しいマーケティングコンテクストを創造する」とい

う理念のもと、デジタルガレージグループが蓄積した決済データやカカクコム

の持つ購買行動データ、当社の大株主でもある電通グループの保有する広告

関連データを融合し、これを加工、分析することを通じて、企業のマーケティン

グ活動における顧客コミュニケーションの最適化を図ります。

ウェブサイトの収益力向上を目的に、ユーザー行動履歴データや商品のコンテ

ンツデータ、ユーザー属性データ等、さまざまなデータを収集・分析し、ウェブ

サイトのコンテンツやナビゲーションを最適化するマーケティングソリュー

ションツールの提供等を行っています。

デジタルガレージのデジタルマーケティング領域におけるノウハウと、メタップ

スのグローバルな営業力とデータ解析力を活用し、スマートフォンアプリ広告

事業を展開します。

海外旅行中に必要な情報やツールが集約されたサービスや、OEM開発とマー

ケティングシステムを軸とした企業向けモバイルソリューションを提供してい

ます。

株式会社デジタルガレージ 
マーケティングテクノロジー
カンパニー

株式会社BI.Garage

ナビプラス株式会社

株式会社デジタルサイエンスラボ 

株式会社カカクコム

LCO-Creation
Singapore Pte. Ltd.

INCUBATION TECHNOLOGY SEGMENT MARKETING TECHNOLOGY SEGMENT

FINANCIAL TECHNOLOGY SEGMENT

株式会社DGインキュベーション 連結子会社 カンパニー

連結子会社

連結子会社

関連会社

関連会社

関連会社

Open Network Lab 連結子会社

DGUS Digital Garage US, Inc. 連結子会社

Neo Innovation, Inc. 連結子会社

株式会社DK Gate 連結子会社

New Context Services, Inc. 連結子会社

連結子会社

連結子会社

連結子会社

Wikia Japan 関連会社

株式会社電通サイエンスジャム 関連会社

関連会社

econtext Asia Limited

株式会社イーコンテクスト

ベリトランス株式会社

PT. Midtrans

06  GROUP BUSINESS ACTIVITIES

MEDIA INCUBATION SEGMENT
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　日本で初めての個人向けホームページの構築から始ま

り現在に至るまで、デジタルガレージは常にインターネッ

トビジネスの最前線を歩んできました。CDの通信販売を

きっかけに開始したEコマース事業、ローソンと共同で立

ち上げたコンビニ決済事業など、デジタルガレージが手が

けた「日本初」のインターネットビジネスは数々あります。

　常に時代の一歩先を行く姿勢は、投資・育成事業の足跡

にも現れています。検索エンジン事業が脚光を浴びていた

19 9 0年代半ばには、この分野の先駆けだった

Infoseek社に出資し日本事業を立ち上げました。デス

ティネーションサイトが注目されていた2002年には、創

業期のカカクコムに出資し事業を支援しました。カカクコ

ムは現在では「価格.com」と「食べログ」を合わせて1億

人を超えるユニークユーザーに利用される、一大メディア

の運営会社になりました。

　ブログのブームと共にやってきたソーシャルメディアの

時代には、Twitter社の将来性にいち早く着目し、2008

年に出資すると同時に日本事業の立ち上げ支援を開始し

ました。ご存知の通り、Twitterはいまでは日常的なコ

ミュニケーションの手段としてすっかりわれわれの生活に

定着しています。

　こうしたインターネットビジネスの流れをいち早く

とらえて事業に結びつけていくデジタルガレージのビ

ジネスモデルは、共同創業者である林 郁と伊藤 穰一

が二人三脚で牽引してきました。

　その二人が、今思い描いているこれからのインター

ネットビジネスとデジタルガレージの未来について語

りました。

鍵を握るのはデータと人工知能

林：技術の進化がますます激しくなり多様性を増していく

これからは、時代の変化を感じて機敏に事業を舵取りして

いくことが、より一層重要になる。デジタルガレージとして

もカカクコムと協力して、次の事業の柱となる技術シーズ

を見つけるための研究開発体制を整備する予定だけれど、

これから2020年までに重要になりそうな技術で、ジョー

イが注目しているものは？

伊藤：注目しているのはデータと人工知能かな。「IoT」は

すっかり一般的な用語になってしまったけれど、ソフトウェ

アとハードウェアが融合して無数のモノがインターネット

につながると、大量のデータがやりとりされるようになる。

バイオテクノロジーもどんどんコンピュータサイエンスに

近づいていって、医療を劇的に変えていく。ここでも膨大な

データが生まれる。これから2020年にかけて、こうした

ビッグデータを効率よく処理するための人工知能が重要

になってくると思う。

デジタルガレージ 代表取締役社長 兼 グループCEO
株式会社カカクコム 取締役会長

デジタルガレージ共同創業者 取締役
MITメディアラボ 所長

07  FEATURE

KAORU
HAYASHI

JOICHI
ITO

二人の共同創業者が語る デジタルガレージの近未来
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林：ディープラーニング技術を使った画像分析なんかを
見ていると、確かにすごい世界につながっている気がす
る。でも最近思うのは、ビジネスに役立つ「コンテクスト」
は人工知能には生み出せないのではないかということ。
そこに「コンテクスト・カンパニー」を標榜してきたデジタ
ルガレージの価値があると考えている。

伊藤：人工知能はコンテクストを理解した人間が使ってこ
そ真価を発揮するからね。そうでなければ宝の持ち腐れ
になってしまう。

林：大量にデータがやりとりされるようになると、その安
全性を確保するセキュリティがこれまでにも増して重要
になるよね。そういった意味で、セキュリティ技術もパラ
ダイムシフトを迎えていると思うけど。

伊藤：より強固なセキュリティを実現するには、ネットワー
クそのものの仕組みから見直す必要が生まれるかもしれ
ない。そこで主役となるのはMITメディアラボのような中
立的な研究機関やベンチャー企業だろうね。世の中の変
化を見越してセキュリティを担保する仕組みを作るため
には、大手セキュリティ企業や国には頼っていられない。
　例えば、あるスタートアップ企業は、外部から攻撃を受
けるとプログラム自体が変わって、それに対抗するよう進

化するネットワークの仕組みを考えている。ネットワーク
の中に振る舞いがおかしいノードがあったら、他のノード
とのつながりを自動的に断ち切って、ネットワークから排
除するような自律的な機能も入れる。

林：そこまでくると細胞とか免疫みたいだね。デジタルガ
レージとしても、今後さらにセキュリティ関連事業に力を
入れていかなくてはいけない時代になると認識している。

もはや「広告」の時代ではない

林：ビッグデータが前提の時代にはマーケティングはどう
変わるだろう。経験や勘に頼るのではなく実際のデータ
を重視する、データドリブン型のマーケティングにどんど
んシフトしていく流れがある。

伊藤：マーケティングも人工知能とつながっていくだろう
ね。すでに、データ分析を駆使したマーケティングの手法
は大きく変わり始めている。ネットフリックスとかアマゾ
ンなどがやっている広告は、個人の嗜好に合わせた高度
なターゲティング広告の域に達している。こうした企業が
始めているように、個人のプロフィールに合わせて商品を
マッチングして、それをリコメンドするのが当たり前の時
代になってくるだろうね。

林：本当に欲しいものばかりが表示されるようになった
ら、それはもはや広告とは呼べないね。企業と消費者一人
ひとりの間のコミュニケーションに近づいていく。まさに
Broad Ad（広告）からNarrow Ad（狭告）の時代への
シフトとも言えるよね。

伊藤：究極は個々の消費者の嗜好に合わせて商品を作る
ところまでいくと思う。欲しくもない商品を欲しがるよう
に誘導する行動経済学とは対極だね。どんな商品をリコ
メンドするかのアルゴリズムが、ビジネスモデルによって
違ってくるのも面白いところ。同じ映画をリコメンドする
のでも、アマゾンは人気の高いものから提示するのに対
して、ネットフリックスはマイナーなインディーズ系の作
品を薦める傾向にある。なぜかというと、インディーズ系
の作品の方がライセンス料が低いぶん利益率が高いか
ら。このあたりは、人工知能やコンピュータサイエンスが
分かった上でないとできないマーケティングだよね。

林：人工知能が人間の仕事を奪っていくという脅威論が取
りざたされているけれど、実際のところどうなんだろう。

伊藤：人工知能がどんなに普及しても、人間のインタ
フェースは必要になる。例えば体調が悪い時、症状を伝え
れば医学の知識を持った人工知能が診断して最適な薬

を処方してくれるけれど、その薬をコンピュータに出され
るよりも、薬局の人に「このお薬を飲めば大丈夫ですよ。
お大事に」って言われて渡してもらったほうが気分が落ち
着くじゃない。つまり診断を下す医者の役割は人工知能
に取って代わられる可能性があるけれど、人間同士のコ
ミュニケーションは相対的に重要になる。

林：すぐれたアルゴリズムに基づく人工知能は必要だけ
ど、それと合わせて使うデータを持っていないと価値が
出ないよね。DGグループだと例えば、カカクコムの持っ
ているデータが生きてくる。

伊藤：そうだね。カカクコムのように大量のデータを
持っている企業が、人工知能を使いこなすようになれば
強いと思う。データを入れれば入れるほど賢くなるの
が、人工知能だからね。例えば、車の自動運転。自動運
転のアルゴリズムは、人が実際に運転したときのデータ
を元にして作るんだけど、例えばボストンの平均的なド
ライバーのデータを使うとひどいことになる。運転マ
ナーがなっていなくて割り込みなんか当たり前だから。
それに比べると日本のドライバーは、車線を譲り合うし
ブレーキも丁寧だから、そのデータを元にすれば良い自
動運転ができる。その結果、交通渋滞が減るといったメ
リットが期待できる。

　日本で初めての個人向けホームページの構築から始ま
り現在に至るまで、デジタルガレージは常にインターネッ
トビジネスの最前線を歩んできました。CDの通信販売を
きっかけに開始したEコマース事業、ローソンと共同で立
ち上げたコンビニ決済事業など、デジタルガレージが手が
けた「日本初」のインターネットビジネスは数々あります。

　常に時代の一歩先を行く姿勢は、投資・育成事業の足跡
にも現れています。検索エンジン事業が脚光を浴びていた
19 9 0年代半ばには、この分野の先駆けだった
Infoseek社に出資し日本事業を立ち上げました。デス
ティネーションサイトが注目されていた2002年には、創
業期のカカクコムに出資し事業を支援しました。カカクコ
ムは現在では「価格.com」と「食べログ」を合わせて1億
人を超えるユニークユーザーに利用される、一大メディア
の運営会社になりました。

　ブログのブームと共にやってきたソーシャルメディアの
時代には、Twitter社の将来性にいち早く着目し、2008
年に出資すると同時に日本事業の立ち上げ支援を開始し
ました。ご存知の通り、Twitterはいまでは日常的なコ
ミュニケーションの手段としてすっかりわれわれの生活に
定着しています。

　こうしたインターネットビジネスの流れをいち早く
とらえて事業に結びつけていくデジタルガレージのビ

ジネスモデルは、共同創業者である林 郁と伊藤 穰一
が二人三脚で牽引してきました。

　その二人が、今思い描いているこれからのインター
ネットビジネスとデジタルガレージの未来について語
りました。

鍵を握るのはデータと人工知能

林：技術の進化がますます激しくなり多様性を増していく
これからは、時代の変化を感じて機敏に事業を舵取りして
いくことが、より一層重要になる。デジタルガレージとして
もカカクコムと協力して、次の事業の柱となる技術シーズ
を見つけるための研究開発体制を整備する予定だけれど、
これから2020年までに重要になりそうな技術で、ジョー
イが注目しているものは？

伊藤：注目しているのはデータと人工知能かな。「IoT」は
すっかり一般的な用語になってしまったけれど、ソフトウェ
アとハードウェアが融合して無数のモノがインターネット
につながると、大量のデータがやりとりされるようになる。
バイオテクノロジーもどんどんコンピュータサイエンスに
近づいていって、医療を劇的に変えていく。ここでも膨大な
データが生まれる。これから2020年にかけて、こうした
ビッグデータを効率よく処理するための人工知能が重要
になってくると思う。

KAORU HAYASHI        JOICHI ITO

　もっとも、アルゴリズムとしてはまだまだ解決しないと
いけない問題もある。例えば、今の自動運転車だと、子供
がいたずらで手書きの一時停止の標識を見せただけで止
まったりする。人間だったら簡単に見分けられるのに、い
まの人工知能はそういう事態まで予想していないから
ね。予想外の状況に柔軟に対応できる自動運転車を実現
するには、まだまだ工夫の余地がある。

デジタル通貨と
ブロックチェーンに期待

林：FinTechの将来はどうなっていくだろう。デジタルガ
レージも決済事業を長年手がけてきたので、デジタル通
貨やそれを支えるブロックチェーンのような技術には注
目している。すでにEコマース事業者向けに決済手段の一
つとしていち早くビットコインを導入した。ビットコイン
を支えるブロックチェーン技術の応用についても検討を
始めている。

伊藤：パソコン通信しかなかった当時に僕らが目指して
いた電子決済の世界が、いまようやく実現しつつあるこ
とを実感している。やっぱり大きいのはビットコインの
ようなデジタル通貨の登場だね。デジタル通貨がすご
いのは、国や銀行といった既存の枠組みを最初から飛
び越えて、世界中の人たちと取引ができること。むしろ
国の金融政策のほうがデジタル通貨の進化を後から追
いかけている。そういう意味でデジタル通貨は、イン
ターネットと同じようにオープンイノベーションがうま
く機能している事例だと思う。

林：インターネットが登場したときと同じくらいのインパ
クトをデジタル通貨やブロックチェーンには感じるね。

伊藤：デジタルガレージの歴史を振り返ると、広告やメ
ディアといったインターネットの出現によって、大転換
せざるを得なくなっていったさまざまな業界の中で、そ
の流れに乗りながら事業を拡大してきた。FinTechの
世界では、デジタル通貨やブロックチェーンの周りでま
さに同じようなことが起ころうとしている。決済だけで
なく、法律や契約のあり方を変えてしまうほどの影響力
があるから。そういう意味で、デジタル通貨を取り巻く
今の状況は、デジタルガレージにとってうってつけの

チャンスだと思うんだ。

林：これからは事業領域を広げるためにバイオテクノロ
ジーも追っていくつもりだけど、インターネットビジネス
とバイオはどう連携していくのだろう？

伊藤：バイオテクノロジーの現場で起こっているのは、IT
との融合なんだ。バイオテクノロジーの分野でトップを
走っている研究者はみんなコンピューターサイエンスに
も通じている。僕が最近注目しているのは、クラウド経由
でバイオの実験ができるプラットフォームの会社。実験は   
遠隔地にある研究所でロボットがやるんだ。研究者はコ
ンピューターに向かってプログラミングするだけで実験
ができてしまう。そのための情報とかツールもネット上の
オープンになっているんだ。それで実験が済んだらその結
果が届く仕組み。

林：そういう環境が当たり前になると、オープンイノベー
ションが進むね。そこからは何が生まれるんだろう。

伊藤：オバマ大統領も最近言っているけれど、「パーソナ
ライズド・メディスン」といって、患者一人ひとりに最適化
した医薬品を作ったりすることが現実味を帯びてくる。あ
と、病気になるのを防ぐ予防医学のための薬にも注目が
集まっている。こうしたものを作るにはたくさんのデータ
が必要になるし、広告とかマーケティングのセンスも必要
になる。

林：日本の未来についてはどう思う？

伊藤：先行きが見えないという人もいるけれど、僕は明る
いと思っている。先日、テレビ番組の収録で中学生たちと
話をする機会があったんだけど、みんなすごく頭が良くて
元気が良かった。その辺の大学生よりもよっぽどスマート
だと思う。そんな中学生たちとちょっとの間話をしただけ
だけど、こういう若者たちがいるんだ、と思って気持ちが
明るくなった。日本の行く末は、僕も一時期心配していた
ことがあったけれど、こうした若い世代が社会にどんど
ん飛び出して来れば、時代は大きく変わると思う。

林：そんな世代に引き継いでいってもらえるデジタルガ
レージにしたいね。
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いけない問題もある。例えば、今の自動運転車だと、子供

がいたずらで手書きの一時停止の標識を見せただけで止

まったりする。人間だったら簡単に見分けられるのに、い

まの人工知能はそういう事態まで予想していないから

ね。予想外の状況に柔軟に対応できる自動運転車を実現

するには、まだまだ工夫の余地がある。

デジタル通貨と
ブロックチェーンに期待

林：FinTechの将来はどうなっていくだろう。デジタルガ

レージも決済事業を長年手がけてきたので、デジタル通

貨やそれを支えるブロックチェーンのような技術には注

目している。すでにEコマース事業者向けに決済手段の一

つとしていち早くビットコインを導入した。ビットコイン

を支えるブロックチェーン技術の応用についても検討を

始めている。

伊藤：パソコン通信しかなかった当時に僕らが目指して

いた電子決済の世界が、いまようやく実現しつつあるこ

とを実感している。やっぱり大きいのはビットコインの

ようなデジタル通貨の登場だね。デジタル通貨がすご

いのは、国や銀行といった既存の枠組みを最初から飛

び越えて、世界中の人たちと取引ができること。むしろ

国の金融政策のほうがデジタル通貨の進化を後から追

いかけている。そういう意味でデジタル通貨は、イン

ターネットと同じようにオープンイノベーションがうま

く機能している事例だと思う。

林：インターネットが登場したときと同じくらいのインパ

クトをデジタル通貨やブロックチェーンには感じるね。

伊藤：デジタルガレージの歴史を振り返ると、広告やメ

ディアといったインターネットの出現によって、大転換

せざるを得なくなっていったさまざまな業界の中で、そ

の流れに乗りながら事業を拡大してきた。FinTechの

世界では、デジタル通貨やブロックチェーンの周りでま

さに同じようなことが起ころうとしている。決済だけで

なく、法律や契約のあり方を変えてしまうほどの影響力

があるから。そういう意味で、デジタル通貨を取り巻く

今の状況は、デジタルガレージにとってうってつけの

チャンスだと思うんだ。

林：これからは事業領域を広げるためにバイオテクノロ

ジーも追っていくつもりだけど、インターネットビジネス

とバイオはどう連携していくのだろう？

伊藤：バイオテクノロジーの現場で起こっているのは、IT

との融合なんだ。バイオテクノロジーの分野でトップを

走っている研究者はみんなコンピューターサイエンスに

も通じている。僕が最近注目しているのは、クラウド経由

でバイオの実験ができるプラットフォームの会社。実験は   

遠隔地にある研究所でロボットがやるんだ。研究者はコ

ンピューターに向かってプログラミングするだけで実験

ができてしまう。そのための情報とかツールもネット上の

オープンになっているんだ。それで実験が済んだらその結

果が届く仕組み。

林：そういう環境が当たり前になると、オープンイノベー

ションが進むね。そこからは何が生まれるんだろう。

伊藤：オバマ大統領も最近言っているけれど、「パーソナ

ライズド・メディスン」といって、患者一人ひとりに最適化

した医薬品を作ったりすることが現実味を帯びてくる。あ

と、病気になるのを防ぐ予防医学のための薬にも注目が

集まっている。こうしたものを作るにはたくさんのデータ

が必要になるし、広告とかマーケティングのセンスも必要

になる。

林：日本の未来についてはどう思う？

伊藤：先行きが見えないという人もいるけれど、僕は明る

いと思っている。先日、テレビ番組の収録で中学生たちと

話をする機会があったんだけど、みんなすごく頭が良くて

元気が良かった。その辺の大学生よりもよっぽどスマート

だと思う。そんな中学生たちとちょっとの間話をしただけ

だけど、こういう若者たちがいるんだ、と思って気持ちが

明るくなった。日本の行く末は、僕も一時期心配していた

ことがあったけれど、こうした若い世代が社会にどんど

ん飛び出して来れば、時代は大きく変わると思う。

林：そんな世代に引き継いでいってもらえるデジタルガ

レージにしたいね。
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デジタルガレージグループの持続的な成長を支える
コーポレートガバナンス体制

常勤監査役

牛久　等

　2015年6月1日から適用が開始されたコーポレートガバナンス・コードは、上場会社に対して、透明・公正かつ迅速・

果断な意思決定を行うための体制を構築することを求め、経営陣による健全なリスクテイクを促し、会社の持続的な成

長と企業価値の向上を期待しているものと理解しております。

　当社は、コーポレートガバナンス・コードの趣旨・精神を尊重し、社内のプロジェクトチームを立ち上げ、より高いレベ

ルでのガバナンス体制の構築に向けた取り組みを始めました。コードへの対応状況は、東京証券取引所へ提出するコー

ポレートガバナンス報告書の中で、ステークホルダーの皆様にご報告する予定です。

コーポレートガバナンス・コードへの対応

　当社では、会社の信頼性の向上と健全な発展に資するため、コーポレートガバナンス体制の

強化に積極的に取り組んでいると感じます。監査役会では専門性の高い社外監査役も含めて

会社のマネジメント・内部統制システムが正しく機能しているかを監査しています。多様化・複

雑化する社会の中、企業経営の舵取りは難しくなっていますが、その根幹は「世の中を良くし

ていく理念」とそれを遂行する「人」であると思っています。

　創業以来「世の中を良くしていくコンテクストカンパニー」という理念を掲げてきた当社は、

今後もその理念の下でさまざまな活動に取り組み、持続的に発展して企業価値を高めていく

ことを期待しています。

監査役からみたデジタルガレージのコーポレートガバナンス体制

基本方針 社外役員の果たす機能及び役割

コーポレートガバナンス体制の概要

　当社は、会社法上の機関設計として監査役会設置会社を選択し、取締役会において、経営上の重要な意思決定及び取締

役の職務執行の監督を行うと共に、監査役会を組織する各監査役が、取締役の職務執行を監査しております。また、業務執

行における迅速な意思決定を図るため、常勤の取締役等により構成される経営会議を定期的に開催しております。

取締役会

　当社の取締役会は取締役10名で構成され、うち2名は

社外取締役です。原則として毎月1回定時取締役会を開催

するほか、必要に応じて臨時に開催され、2015年度は合

計17回開催されました。取締役会では、法令、定款及び取

締役会規程で定められた重要事項を意思決定すると共

に、取締役の職務執行を監督しております。特に社外取締

役は独立した立場から、それぞれの専門知識及び経営に

関する経験・見識を活かした監督及び助言等を行い、ガバ

ナンス機能を発揮しております。

監査役会

　当社の監査役会は監査役4名で構成され、うち3名は社

外監査役です。各監査役は法令に基づき、業務監査及び

会計監査を行いますが、監査役会において情報の共有等

を行うことにより組織的・効率的監査を行い、また、会計

監査人や内部監査部門と連携しながら、取締役会等の社

内の重要な会議に出席するなど、能動的かつ積極的に権

限を行使し、その役割及び責務を果たしております。

　当社は、世の中の役に立つコンテクストを創り出すことを通じて、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るため、

株主をはじめ顧客・取引先・従業員・地域社会等の立場を踏まえて、透明・公正かつ迅速・果断な意思決定を実現するコーポ

レートガバナンスの充実に取り組んでおります。

5名の社外役員が、経営から独立した立場で積極的に発信を行っています。

社外取締役　藤原 謙次
　藤原 謙次氏は、（株）ロー

ソンの代表取締役社長等を

歴任し、2008年に当社の

社外取締役に就任致しまし

た。その経歴を通じて培わ

れた経営者としての豊富な

経験や幅広い見識等を当社

の経営に活かしていただい

ております。

社外取締役　大村 恵実
　大村 恵実氏は、弁護士と

しての経験に加えて、日本

弁護士連合会国際室室長

を務めるなど、グローバル

な経験を有しております。

その専門的な見識や幅広い

経験をグローバル化を進め

る当社の経営に活かしてい

ただいております。

社外監査役　坂井 眞
　坂井 眞氏は、弁護士として日本弁護

士連合会の要職や上場企業の監査役

等を歴任しております。その専門的な

見識や豊富な経験を、当社の監査に反

映していただいております。

社外監査役　井上 準二
　井上 準二氏は、三菱商事（株）等で要

職を歴任したことにより培われた豊富

な海外ビジネス経験を有しておりま

す。その経験を活かした幅広い視点を

当社の監査に反映していただいており

ます。

社外監査役　牧野 宏司
　牧野 宏司氏は、公認会計士及びコン

サルタントとしての豊富な経験を有し

ております。会計的及び税務的知見か

らの視点を当社の監査に反映していた

だいております。
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デジタルガレージグループのリスク管理

個人情報保護方針（抜粋）

　当社は事業を遂行する上で、お客さま及びお取引先なら

びに従業員等からお預かりする個人情報の取扱いに際し

ては、その重要性を十分に認識し、プライバシーの保護に

最大限の注意を払います。

個人情報の取得、利用及び提供について

　当社は、個人情報を取得する際には、その利用目的を明

確にし、適法かつ公正な方法で取得するものとし、定めた

利用目的の範囲を超えて取扱いません。

　また、人種および民族、家系・家柄・出生地・本籍地等、

信教・政治的見解ならびに労働組合への加盟、性生活に関

わる個人情報については、これを取得し、利用または提供

致しません。

　その他、お預かりした個人情報を本人の同意なく第三者

に提供することはありません。ただし、当社が従うべき法

律に基づき個人情報の提供を要求された場合等（裁判所、

検察庁、警察などの法的機関から、お客様からの提供情

報及びID登録内容、登録プロフィールについての提供を求

められた場合等）、当社は、これに応じて情報を提供する

場合があります。

　上記以外に当社が提供するサービスにおいて、個人情

報を取得、利用及び提供を行う場合は、その個人情報の取

得、利用及び提供に関する必要な事項を何らかの方法で

通知致します。

　当社は目的外での利用を行わないために、個人情報の

取扱いに関する社内規程を策定し、全ての役員、社員、契

約社員等（以下「従業員｣という）に周知させると共に、こ

れに沿った運用を行います。

法令等の遵守／個人情報の安全管理について

　当社は、個人情報の取扱いに関する法令、国が定める

指針、その他の規範を遵守致します。また、当社は、個人

情報の正確性及び安全性を確保するため、個人情報保

護のための安全対策を実施し、個人情報の漏えい、滅失

またはき損の防止に努めます。また、安全対策は定期的

に見直し、不備があれば是正を行います。個人情報の取

扱いを委託する場合は、十分な個人情報の保護の水準

を満たしている委託先を選定し、個人情報の保護に関す

る委託契約を締結すると共に、委託先に対する管理・監

督を徹底します。

情報セキュリティ基本方針

　当社は、当社の継続的な発展のために、役職員等の一人

ひとりが、新しいビジネスを創造することを通じ、社会の

発展に貢献することを社是と考えております。また、当社

は、その手段の一つとして、当社が保有する情報及びコン

ピュータやネットワークといった情報システムを情報資産

と位置付け、これを活用しております。

　当社は、この情報資産の価値と重要性を認識し、その充

分な安全対策を講じ、情報の「完全性」「機密性」「可用性」

を維持することが、当社のみならず、顧客、取引先、パート

ナー企業にとっても極めて重要と考えております。より良

いサービスを提供し、信頼を維持しこれを向上させるため

には、当社の全て役職員等が、当社の資産、顧客及び取引

先からの信頼関係、ならびに当社のブランドを守るため

に、情報セキュリティが重要であると充分に認知し、これ

を理解することが大切です。よって当社は、各種の脅威か

ら情報資産を適切に保護するため、ここに「情報セキュリ

ティ基本方針」を定め、情報セキュリティの体制を整備し、

その管理・運用の一層の向上を図ってまいることをここに

表明します。

　当社は、役職員等が自らこの情報セキュリティに関する

規程を遵守し、各種関連法令、業界慣習、行動規範等の要

求事項ならびに契約上のセキュリティ義務への適切な対

応をなすべく、以下のコンプライアンス経営に徹します。

行動規範

1. 全ての役職員等に対して情報資産と情報セキュリティの

重要性を認識させ、情報資産及び設備もしくは機器の適

正な利用を周知徹底します。

2. 適切な情報セキュリティレベルを維持するために、情報

セキュリティ目標を策定し、その確実な達成に努めます。

3. 社内基準を確立してリスク評価を実施し、重要な情報

資産と関連する脅威やぜい弱性を全社的に認識し、適

切なリスク対策を実施して、情報資産への不正アクセ

ス、紛失、破壊、改ざん及び漏えいの予防等、情報セキュ

リティ事象、事件、事故の発生を防ぐよう努めます。

4. 万一、情報セキュリティ上の問題が発生した場合、迅速

な原因究明を行い最小限の被害にくい止める是正措置

を講ずると共に、予防及び維持改善に努めます。

5. 役職員等が法令あるいは当情報セキュリティ基本方

針、情報セキュリティ関連規程及び社内規程に違反し

た場合、 就業規則等（準用を含みます）により罰則を適

用します。

6. 前記の情報セキュリティ基本方針の活動を継続的に実

施し、新しい脅威にも対応ができるような管理体制を

確立すると共に、当該基本方針は常に見直しを行い、継

続的改善に努めます。

ディスクロージャーポリシー

　当社は、全ての株主及び投資家の皆様を始めあらゆる

ステークスホルダーに対し、透明性、公平性、継続性を基

本に迅速な情報提供に努めます。

　金融商品取引法及び東京証券取引所の定める適時開示

規則に準拠した情報開示を基本方針とします。また、適時

開示規則に該当しない情報につきましても、当社を理解し

ていただく上で、有用と判断した情報は、出来る限り積極

的にかつタイムリーな情報開示に努めます。

情報開示の方法

　適時開示規則に該当する情報の開示は、同規則に従

い、適時開示情報伝達システム（TD-NET）を通じて行い

ます。また、規則等に該当しない情報についても、資料配

布又は当社ウェブサイトに公開する等により開示してま

いります。

沈黙期間

　当社は、決算情報の漏洩を防ぎ、公平性を確保するた

め、決算期日の翌日から決算発表日までの一定期間を「沈

黙期間」としています。この期間は、決算に関する質問への

回答やコメントを差し控えることとしています。ただし、こ

の沈黙期間中に、発生した事象が適時開示の対象となる

場合は、適時開示規則に従って情報開示致します。

反社会的勢力への対応に関する方針

　当社は、「コンプライアンス・プログラム」第8条におい

て、役職員等の反社会的勢力に対する取り組み姿勢を制

定しております。

第8条（反社会的勢力への利益供与の禁止）

　役職員等は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反

社会的勢力及び団体とは一切の関係を遮断し、これらの

活動を助長するような行為も行ってはならない。

 

　当社は、この規範を実現するために、「反社会的勢力へ

の対応に関する基本方針」を下記の通り宣言致します。

1. 反社会的勢力による不当要求は、代表取締役以下、組

織全体で対応します。

2. 反社会的勢力による不当要求に対応する従業員の安全

を確保します。

3. 反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から外部

の専門機関と緊密な連携関係を構築します。

4. 反社会的勢力とは、取引関係を含めて、一切の関係を持

ちません。また、反社会的勢力による不当要求は拒絶し

ます。

5. 反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事

の両面から法的対応を行います。

6. 反社会的勢力による不当要求が、事業活動上の不祥事

や従業員の不祥事を理由とする場合であっても、事案

を隠ぺいするための裏取引を絶対行いません。

7. 反社会的勢力への資金提供は、絶対に行いません。

08  CORPORATE GOVERNANCE
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1994年、日本で最初の個人ホームページを作成したときから始まったデジタルガレージの歴史は、常に時代を先取りしな

がらインターネットの成長と共に歩んできました。ロボット型検索サービスの日本ローカライズ、Eコマースサイトの構築、

決済プラットフォームの提供、ブログ検索の事業化、CGMと広告の融合、ソーシャルメディアの運営支援、そして決済プ

ラットフォームのアジア展開。こうした最先端のインターネットビジネスと常に関わりながら蓄積してきた経験と実績がデ

ジタルガレージグループの強みであり、付加価値の高いコンテクストを生み出す源泉となっています。

多くのトラフィックが集まるポータルサイトや
ロボット型検索エンジンを中心に据えて、
インターネット広告事業を立ち上げました。

1995 2000 2008 2015’95 -’00
PORTAL SEARCH

’00  E-COMMERCE
DESTINATION SITE

’08
SOCIAL MEDIA

’15
NEXT...

Eコマースサイトを対象とした決済サービスの展開や
価格比較サイトを手がけるカカクコムへの出資を通じて、
事業の基盤を築きました。

HISTORY
デジタルガレージの歴史

世の中の出来事
1995
Microsoft社が
Windows 95を発売

1998
日本のインターネット人口が
1000万人を突破

2000
Google社が日本語版検索
サービスを開始

2007
Apple社が
iPhoneを発売

2008
日本において光回線の
契約者数がADSLを逆転

2011
日本国内のSNS利用者数が
4000万人を突破

2014
スマートフォン契約数が
フィーチャーフォン契約数を逆転

ブログやTwitterなどのソーシャルメディアを活用した新たな
時代の広告マーケティング事業を拡大しました。

次世代テクノロジーの投資育成や
グローバルインキュベーションを加速しています。

Open InnovationSocial Media
Incubator

Hybrid
Solution

次世代のスタートアップを
支援するオープンネット
ワークラボを開設

2011

ベリトランスを連結子会社
化、国内最大級の決済プ
ラットフォーマーへ

2012

グループの米国拠点となる
DGUSを設立、米国でのイ
ンキュベーションを加速

DGUS

2011

米国サンフランシスコの中
心地にインキュベーション
センターDG717を開設

2013

決済などのEコマースソ
リューションを提供する
イーコンテクストを設立

2000

ベンチャー企業への投資・
事業支援を行うDGイン
キュベーションを設立

2005

ウェブとリアルを融合した
広告プロモーションを手
掛けるDG&Ibexを連結子
会社化

2005

電通と資本業務提携、デジ
タル・マーケティング領域
全般で協業

2012 2013

カカクコムが東京証券取
引所マザーズ市場に上場

2003

日本初の個人HP「富ヶ谷」
を開設、インターネットの
広告・企画・制作を目的に
デジタルガレージを設立

1995

講談社と資本業務提携、コ
ンテンツのグローバル展開
や投資育成を共同で推進

2015

Twitter社と業務提携を
し、日本でのローカライズ
を支援

2008

デジタルガレージが店頭
市場（現：東京証券取引所
JASDAQ市場）に上場

2000

電通グループとの合弁会社
BI.Garageで、ビッグデー
タ事業を本格的に開始
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4月
6月
9月
9月

10月

2000年
2005年
2010年
2012年

2013年

（株）フェイス入社
同社取締役
当社取締役
当社取締役　ペイメントセグメント
（現フィナンシャルテクノロジー・セグメント）
管掌
（株）イーコンテクスト代表取締役社長

12月
3月
9月

7月
6月

1995年
2011年
2012年

2013年
2015年

当社取締役
（株）DGインキュベーション代表取締役社長
当社取締役副社長
インキュベーションセグメント
（現インキュベーションテクノロジー・
セグメント）管掌
Digital Garage US, Inc. Director
（株）DK Gate代表取締役社長

NAOHIKO IWAI

取締役　岩井 直彦

KEIZO ODORI

取締役　踊 契三

YASUYUKI ROKUYATA

取締役副社長　六彌太 恭行

4月
8月
6月
11月
6月
7月
6月

1983年
1995年
2003年
2004年
2009年
2011年
2012年

（株）フロムガレージ代表取締役
当社設立　代表取締役
（株）カカクコム取締役会長
当社代表取締役社長兼グループCEO
（株）DGインキュベーション代表取締役
Digital Garage US, Inc. Director
マネックスグループ（株）取締役

KAORU HAYASHI

代表取締役社長 兼 グループCEO　林 郁

8月
6月
4月
6月

6月

1995年
1999年
2011年
2012年

2013年

当社設立　代表取締役
当社取締役
MITメディアラボ　所長
The New York Times Company 
Director
ソニー（株）取締役

4月
4月

4月

8月
9月

1984年
2014年

2015年

2015年
2015年

（株）博報堂入社
同社　海外マーケティングサービス統括局
Exective Director
当社入社　上級執行役員
オープン・イノベーション本部　副本部長
Digital Garage US, Inc. CEO
当社取締役
オープン・イノベーション本部長

JOICHI ITO

取締役　共同創業者　伊藤 穰一

6月

6月
4月
3月
9月
1月

1994年

1997年
2000年
2007年
2009年
2012年

ドレスナー・クラインオートベンソン
証券会社入社
（株）大和総研入社
マネックス証券（株）入社
当社入社　業務執行役員
当社取締役　グループCEO室長
当社取締役
コーポレートストラテジー本部管掌

8月
7月

1月

9月

2001年
2006年

2011年

2012年

当社入社
（株）ディージー・アンド・アイベックス
（現マーケティングテクノロジーカンパニー）取締役
当社上級執行役員　
ディージー・アンド・アイベックスカンパニー
（現マーケティングテクノロジー・カンパニー）EVP
当社取締役　コーポレートストラテジー本部長
ディージー・アンド・アイベックスカンパニー
（現マーケティングテクノロジー・カンパニー）EVP

MAKOTO SODA

取締役　曽田 誠

MASASHI TANAKA

取締役　田中 将志

HIROKI YOKOTA

取締役　横田 宏喜

（株）電通入社
当社入社
（株）創芸（現（株）DGコミュニケーションズ）
取締役
当社取締役
当社取締役
マーケティングセグメント
（現マーケティングテクノロジー・セグメント）
管掌

4月
10月
9月

9月
9月

1977年
2007年
2008年

2009年
2012年
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09  CORPORATE INFORMATION

主な業績指標

連結業績指標15年間サマリー

株価の推移

（単位：百万円）
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09  CORPORATE INFORMATION

連結貸借対照表 （単位：千円）
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09  CORPORATE INFORMATION

連結損益計算書 （単位：千円）
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09  CORPORATE INFORMATION

連結キャッシュフロー計算表 （単位：千円）
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※持株比率は自己株式（256,800株）を控除して計算しております。

社 名

所 在 地

設 立

T E L

F A X

上 場 市 場

決 算 期 日

資 本 金

発 行 済 株 式 総 数

従 業 員 数

株式会社デジタルガレージ

本社　〒150-0022　東京都渋谷区恵比寿南3-5-7　デジタルゲートビル

1995年8月17日

03-6367-1111

03-6367-1119

東京証券取引所（JASDAQスタンダード TOP20）【証券コード：4819】

6月30日

7,435百万円

47,277,200株

509名 [連結] / 274名 [単体] 

09  CORPORATE INFORMATION

基本情報
発行可能株式総数

発行済株式総数

議 決 権 総 数

株 主 数

120,000,000 株

47,277,200 株

470,168 個

14,836 名

株式の状況

林　郁

（株）電通

ザ バンク オブ ニューヨーク 133524

TIS（株）

ジェーピーエムシービー クレディ スイス セキュリティーズ ヨーロッパ 
ジェーピーワイ 1007760

日本マスタートラスト信託銀行（株）（信託口）

日本トラスティ・サービス信託銀行（株）（信託口）

NORTHERN TRUST CO.(AVFC)RE 15PCT TREATY ACCOUNT

ジェーピー モルガン チェース バンク 385166

（株）クレディセゾン

6,766,800

3,300,000

1,804,300

1,483,800

1,246,483

1,193,700

1,088,700

880,700

797,300

655,200

大株主の状況 持株数（株）

14.39

7.02

3,84

3.16

2.65

2.54

2.32

1,87

1.70

1.39

持株比率（%）

DIGITAL GARAGE GROUP CHART  組織図（2015年6月末現在）

経営会議

代表取締役社長 
グループCEO

グループCEO室

内部監査室

App Works

オープンイノベーション本部

本社組織体制 連結子会社 関連会社

監査役会

株主総会

取締役会

コーポレートストラテジー本部

・ コーポレートストラテジー部
・ 経理部
・ 法務部
・ 情報システム戦略部
・ 総務部
・ 人事部

マーケティングテクノロジー
カンパニー 
（旧DG&Ibexカンパニー）

・ マーケティングビジネス本部
・ ウェブビジネス本部
・ 事業戦略室
・ セグメント戦略室

（株）デジタルガレージ

Neo Innovation,
Inc.

New Context
Services,Inc.

Digital Garage
Development LLC

Neo Innovation
Sinagpore Pte Ltd.

Digital Garage US, Inc.

（株）BI.Garage

（株）DK Gate

（株）DGインキュベーション Open Network Laｂ

Wikia Japan（株）

（株）電通サイエンスジャム

（株）デジタルサイエンスラボ

LCO-Creation 
Singapore Pte.Ltd

（株）カカクコム

（株）イーコンテクスト

ベリトランス（株）

ナビプラス（株）

eCURE（株）

iResearch
Japan（株）

ジェイジェストリート

econtext Asia Limited

econtext ASIA
EC Fund

株主数の推移

株式の分布状況

COMPANY INFORMATION  企業情報（2015年6月末時点） STOCK INFORMATION  株式情報（2015年6月末現在）
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20デジタルガレージは次の20年へ向けて
1995年の創業以来20年間、デジタルガレージはインターネットの歴史と共に歩み続けてきました。

インターネットによって花開いたオープンイノベーションの波は、いまやハードウェアやバイオテクノロジーまで

巻き込み始めています。こうしてさまざまな分野で劇的な変化が起こることで、これからの20年は、

これまでの20年に比べて技術進化がより一層激しさを増し、人々の生活を変えていくでしょう。

その中でも私たちは、創業当時からの「ファーストペンギン・スピリット」を持ちながら

時代の先端を走り続けることで、世の中に役立つ事業を拡大していきます。

デジタルガレージが切り開く次の20年にどうぞご期待ください。

FOR THE NEXT YEARS
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